
令和６年度 早明浦ダム再生事業費等監理委員会

早明浦ダム再生事業について

令和６年７月４日

独立行政法人水資源機構



○水系河川名

吉野川水系吉野川

〇場 所

右岸：高知県 土佐郡 土佐町

左岸：高知県 長岡郡 本山町

○目 的

既設：洪水調節、流水の正常な機能の維持、

かんがい用水の供給、水道用水の供給、

工業用水の供給、発電

再生：治水機能を向上させ、

吉野川の洪水による被害の軽減を図る

〇諸 元

既設：堤高 106m、 総貯水容量3億1,600万m3

再生：放流設備の増設、容量振替

○工 期 平成３０年度～令和１０年度

〇総事業費及び進捗状況

総事業費 約 400 億円

令和５年度迄執行額 約 72.6 億円

令和６年度予算額 63.9 億円

放流設備の増設イメージ

早明浦ダム
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１．事業概要

増設放流設備



平成17年度 吉野川水系河川整備基本方針 策定（H17.11.18）

平成21年度 吉野川水系河川整備計画 策定（H21.8.28）

平成29年度 吉野川上流部における治水対策の計画段階評価（H29.7.3）
吉野川上流部における治水対策の計画段階評価 対応方針決定（H29.7.14）

平成30年度予算に係るダム事業の新規事業採択時評価（H29.8.10）
平成30年度予算に係るダム事業の新規事業採択時評価 対応方針決定（H29.8.29）

吉野川水系河川整備計画【変更】（H29.12.20）
吉野川水系における水資源開発基本計画（一部変更）（H30.3.27）
早明浦ダム再生事業に関する事業実施計画 認可（H30.3.30）

平成30年度 早明浦ダム再生事業着手（H30.4.1）
「平成30年度早明浦ダム再生事業費等監理委員会」設立・開催（H30.8.9）

令和 元年度 吉野川水系における水資源開発基本計画（全部変更）（H31.4.19）
「令和元年度早明浦ダム再生事業費等監理委員会」開催（R元.7.18）

令和 2年度 「令和2年度早明浦ダム再生事業費等監理委員会」開催（R2.8.3）

令和 ３年度 「令和３年度早明浦ダム再生事業費等監理委員会」開催（R３.7.20）

令和 ４年度 「令和４年度早明浦ダム再生事業費等監理委員会」開催（R４.５.３0）
利水容量の７００万m3を洪水調節容量へ振替（R4.7.1）
令和5年度予算概算要求に係る再評価 対応方針「継続」決定（R4.８月)
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１．事業概要

◆沿革



令和 ５年度 本体関連工事（主要3工事）の契約（R５.４月）

「令和５年度早明浦ダム再生事業費等監理委員会」開催（R５.７．２１）

令和 ６年度 「令和６年度早明浦ダム再生事業費等監理委員会」開催（R６.７．４）
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◆沿革

１．事業概要



 戦後最大流量を記録し、甚大な浸水被害を発生させた、平成16年10月の台風23号と同規模の
洪水に対し、吉野川の氾濫による浸水被害を防止する。

 吉野川の治水安全度の向上

②具体的な達成目標（吉野川水系河川整備計画）

①達成すべき政策目標

③事業の目的

 水の安定的な供給を確保することを目的として、「吉野川水系における水資源開発基本計画」に
基づき整備した特定施設である早明浦ダムについて、治水機能を向上させる改築事業を行い、
吉野川の洪水による被害の軽減を図る。

＜吉野川における治水事業の目標＞

＜早明浦ダム再生事業の目的（事業実施計画）＞

◆事業の目的
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１．事業概要



現状の利水安全度を確保しつつ、不特定補給の運用を見直すことに伴って利水容量から洪
水調節容量に振り替えることで容量（700万m3 ）を確保する※とともに、予備放流方式の導
入（1,000万m3 ）により、洪水調節容量を現行の9,000万m3から10,700万m3に増大。

◆貯水池容量配分の変更
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１．事業概要

再 生 事 業 前

※利水容量７００万m3の

洪水調節容量へ振替は

R4年7月1日から実施



水位低下に伴って不足する放流能力を補うため放流管を増設。
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◆洪水調節能力の増強

１．事業概要

再生事業前（現行)の放流イメージ 再生事業後の放流イメージ

流入

現行の洪水貯留準備水位 EL.329.50m

再生事業後の予備放流水位EL.326.80m

クレストゲ－トと洪水貯留準備水位の関係

ゲート敷高(EL.325.0m)

ゲート敷高(EL.325.0m)

増設放流管呑口中心標高(EL.298.0m)

流入

洪水調節容量を活用するため、予備放流を行い貯水位を
EL.329.5m以下に低下させても、既設設備では放流能力が
足りない。

洪水調節容量の
増大

増大した洪水調節容量で再
生事業前の洪水調節開始時の
放流量（800m3/s）を確保。

洪水前貯水位（EL329.5m）で放流量毎
秒800m3を放流できる。

流入
ゲート敷高(EL.325.0m)

ゲートを開けても水位が低
いので流れる水が少なく再生
事業前と同じ放流ができない。



（令和６年3月末時点）

２．進捗状況

準備工事
（工事用道路約1.4km）

本体工事

増設放流設備

付属設備等

特殊補償

②進捗率

①実施手順

電気設備

堤体削孔 コンクリート打設掘削

○設計検討

○施工計画検討 等

○準備工事（工事用道路等）

○仮設備（仮締切等）

○本体工事（掘削、堤体削孔、コンクリート打設）

○増設放流設備（増設放流管設置、ゲート設置）

○付属設備等

試
験
操
作
等

工事用道路50%（約0.7km） 工事用道路50%（約0.7km）

完了

ゲート製作・設置増設放流管製作・設置

減電補償
1００%

着手済完成 工事中

建物 エレベータ
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増設洪水吐き工事
（掘削、コンクリート打設、堤体削孔、建設発生土受入地整備）

増設放流設備工事

増設洪水吐き工事（法面掘削）

受変電設備工事

増設洪水吐き工事他 作業用仮設構台
増設洪水吐き工事 工事用道路

上流仮締切設備工事

早
明
浦
ダ
ム

R５年度迄 R６年度以降

２.進捗状況
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予備ゲート 3門

放流管 φ4.8m×3条

主ゲート 3門



３．令和５年度の実施内容

① 永久法面、河道処理工、既設エレベータ代替施設の詳細設計を実施。

② 建設発生土受入地の跡地利用計画の概略検討を実施。

③ 再生事業後の放流操作（予備放流方法、増設放流設備の操作方法）の検討を実施。

①学識経験者からの指導、助言を踏まえ、環境保全計画を策定し、環境モニタリングを実施。

＜施設の詳細設計及び放流操作の検討＞

令和5年度事業費 ・・・ 2,791百万円（予算額）

① 増設洪水吐き工事、上流仮締切工事を実施。
② 本体工事の準備工事として、工事用道路、建設発生土受入地整備及び管理設備の移設等を実施。
③ 水位計設置工事を実施。

＜本体準備工事、本体工事等＞

増設洪水吐き工事

本体工事

＜環境調査など調査＞

ダム天端仮設構台

上流仮締切工事

上流仮締切設備

不陸計測範囲

鋼製台座

令和5年度

令和6年度以降
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３．令和６年度の実施内容

① 河道処理工、既設エレベータ代替施設の詳細設計を実施。

② 再生事業後の放流操作（予備放流方法、増設放流設備の操作方法）の検討を実施。

③ ダム管理用制御設備の設計を実施。

①学識経験者からの指導、助言に基づき策定した環境モニタリング計画に基づき、環境モニタリングを実施。

＜施設の詳細設計及び放流操作の検討＞

令和６年度事業費 ・・・ ６,３9０百万円（予算額）

① 増設洪水吐き工事、増設放流設備工事（製作等）及び上流仮締切工事を実施。
② 本体工事の準備工事として、工事用道路、建設発生土受入地整備を実施。

＜本体準備工事、本体工事等＞

増設洪水吐き工事 上流仮締切工事増設放流設備工事

本体工事

＜環境調査など調査＞

下流仮締切

予備ｹﾞｰﾄ扉体、戸当り、呑
口部放流管製作（3号）

扉体設置、底蓋、
戸当り、緊定金物

断面図

平面図

令和6年度 令和7年度以降 10
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４．事業費変更

○ 早明浦ダム再生事業においては、コスト縮減・早期の事業完了に努めながら、

適切に事業を推進。

○ しかしながら、社会的要因の変化や現場条件の変更（地質等）等により、事業

費を見直す必要が生じた。

◆事業費の変更
約４００億円 → 約５００億円（約１００億円増）

◆工 期
平成３０年度 ～ 令和１０年度（変更なし）



４．事業費変更
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事業費変更（案）

◆事業費の変更 約４００億円 → 約５００億円（増１００億円）

早明浦ダム再生事業において、以下の要因により事業費を変更する必要が生じた。
○社会的要因の変化や現場条件の変更（地質等）等が発生し、コスト縮減の工夫をしても事業費の変更
が必要。

Ⅰ社会的要因の変化によるもの 約 ５０億円

１．公共工事関連単価の変動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約 ５０億円

①令和4年度から令和6年度の物価変動 約 ５０億円

Ⅱ現場条件の変更等によるもの 約 ２２億円

１．本体工事関連の掘削量及び運搬処分に関わる内容・・・・・・・・・・・・・ 約 １６億円

①ゲート基礎部及び減勢工部等の掘削量及び運搬処分の増 約 １６億円

２．河道処理部(減勢工等)の変更に関わる内容・・・・・・・・・・・・・・・・ 約 ６億円

①水理模型実験の結果を踏まえた河道処理部(減勢工等)の構造見直しによる増 約 ６億円

Ⅲコスト縮減 ▲約 ５億円

１.   構造・施工方法の工夫・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ▲約 ５億円

①ヘリウムガスリサイクル装置による使用量の減

②施工計画（仮設計画）の見直しによる減

▲約
▲約

４億円

１億円

Ⅳ将来の事業費の変動要因への対応 約 ３３億円

（リスク対策費33億円）
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５．事業費変更理由（社会的要因の変化によるもの）

90

100

110

120

130

140

R4 R5 R6

単
価
上
昇
率
（
R
4
=
1
0
0
）

年度別単価上昇率（労務、資材、機械経費等）

労務単価(工事)

労務単価(設計)

労務単価(測調)

資材費

機械経費

Ⅰ－１－① 令和4年度から令和6年度の物価変動 【約５０億円増】

・現事業費は、本体工事発注前の再評価時（Ｒ４）の単価（Ｒ４.４）をもとに算定した。

R4年度 R5年度 R6年度

労務単価(工事) 112%

113%

124%

100% 105%

労務単価(測調) 100% 107%

118%

労務単価(設計) 100% 108% 114%

100% 100%

資材費
平均 100%

100%機械経費平均

・労務単価（工事）： 公共工事設計労務単価（高知県）のうち関係職種22職種の平均
・労務単価（設計）： 測量業務・地質調査業務・設計業務等に関する技術者単価のうち関係職種6職種の平均
・労務単価（測調）： 測量業務・地質調査業務・設計業務等に関する技術者単価のうち関係職種7職種の平均
・資材費： 経済調査会「積算資料」、建設物価調査会「建設物価」のうち主要資材63種の単価の平均
・機械経費： 建設機械等損料表のうち主要機械20機種の供用日損料の平均
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５．事業費変更理由（現場条件の変更等によるもの）

Ⅱ－１－① ゲート基礎部及び減勢工部等の掘削量及び運搬処分の増【約１６億円増】

ゲ
ー
ト
基
礎
部

一
次
減
勢
工

・ゲート基礎部及び減勢工部等の基礎掘削の進捗により、除去が必要な脆弱部が想定以上に深い等の詳細な地
質情報が明らかになり掘削、コンクリートの費用が増加した。

・掘削土量の増加に伴い、当初想定した建設発生土受入地での受入量の超過により運搬処分の費用が増加した。

地質の脆弱に伴う除去範囲

断面
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５．事業費変更理由（現場条件の変更等によるもの）

Ⅱ－２－① 水理模型実験の結果を踏まえた河道処理部（減勢工等）の
構造見直しによる増 【約６億円増】

早
明
浦
ダ
ム

【変更前】

【変更後】 断面

・水理模型実験により、放流水を減勢させるための構造の検討を進めた結果、河道処理部の構造見直しが必要
となった。

【変更前】

断面図【変更後】
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５．事業費変更理由（コスト縮減）

従前の飽和潜水（ヘリウムガス大気開放） 本工事の飽和潜水（ヘリウムガスリサイクル）

EL.326.00

ヘリウムー酸素混合
ガス供給の流れ

潜水士

潜水士

混合ガス

ヘリウムガス回収装置
（リクレイムシステム）

呼気内のヘリウムー酸
素混合ガス回収の流れ

潜水士

EL.326.00

ヘリウムー酸素混合ガ
ス供給の流れ

潜水士

潜水士

混合ガス

潜水士

呼気に含まれるヘ
リウムガスは大気
開放される

Ⅲ－１－① ヘリウムガスリサイクル装置による使用量の減 【約４億円減】

・飽和潜水で使用するヘリウムガスをリサイクルし、使用するヘリウムガス量を減量することで、コストを
縮減する。
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５．事業費変更理由（コスト縮減）

Ⅲ－１－② 施工計画（仮設計画）の見直しによる減 【約１億円減】

台船組立撤去作業箇所平面図 台船組立撤去詳細図

堤頂道路に設置するク
レーンを供用して台船
を設置

（変更計画）堤頂道路のクレーンを使用

貯水池進入スロープ

（変更前計画）
貯水池進入スロープに
クレーンを設置

・上流仮締切設備工事のための潜水機材用台船の組立撤去は、貯水池進入スロープにクレーンを設置して行
う計画としていたが、ダム堤頂道路上に設置されるクレーンを用いることでコストを縮減する。


